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事実
被上告人トンプソンは，1981年９月のある深夜に20歳のＦ女を強姦し殺害
した疑いで，同月末に逮捕された。1983年，陪審員は，①第一級殺人罪およ
び②強姦罪で被上告人を有罪とし，さらに③強姦実行中の殺人が死刑相当の
特別事由に該当するとして，全員一致で死刑を勧告し，公判裁判所が死刑判
決を下した。1988年カリフォルニア州最高裁もその結論を確認。同年連邦最
高裁も被上告人の上告申立を棄却した。
そこで被上告人は州の人身保護令状の請求を開始した。しかし，第一次請
求は1989年に，第二次請求は1991年に，第三次請求は1993年に，いずれも州
最高裁で棄却された。
被上告人は，連邦の人身保護令状についても，1990年に連邦地裁に第一次
請求をした。州の人身保護手続が終了するまでその判断は留保されていたと
ころ，州最高裁で第三次請求が棄却された後に証拠調が開始され，1995年，
連邦地裁は，①殺人有罪については請求を棄却したものの，②強姦有罪と③
強姦の特別事由について，被上告人の公判弁護士が強姦について有効な弁護
をしなかったとして，請求を認容して死刑を無効とした。
しかし連邦控訴裁判所〔第九巡回裁判所〕の小法廷（three-judge
panel）は，1996年６月，①殺人有罪については原審の棄却を確認したが，
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②強姦有罪と③強姦の特別事由について，有効な弁護の有無にかかわりなく，
強姦については強力な証拠があったとして，原審の請求認容を差戻した。８
月，被上告人は大法廷で再審理をするよう求めたが，翌1997年３月，小法廷
は棄却した。その後，２人の裁判官から大法廷の要求があったが否定された。
連邦控訴裁判所は，６月11曰，被上告人の事件につきすべての人身保護救
済を否定する命令（mandate）を出した。
それを受けて，カリフォルニア州は死刑執行曰を８月５曰に決定した。ま
た州知事は７月29日に被上告人の恩赦（clemency）に関する聴聞会を開い
たが，３１日，恩赦を否決した。他方被上告人は，(1)７月３曰，州最高裁に第
四次請求を，(2)同22曰，連邦控訴裁判所に同命令の撤回の申立を，(3)同23日，
連邦地裁に民訴規則60(b)条による救済申立を行ったが，いずれも否定された。
しかし連邦控訴裁判所は，上記(2)の申立を否定した２日後になって撤回の
要否を大法廷で検討するとし，死刑執行の２曰前の８月３曰，６月に出した
｢すべての人身保護救済を否定する命令」を自ら撤回した。大法廷は，撤回
後，①殺人罪を差し戻し，②強姦と③強姦特別事由について請求を認容して
死刑判決を破棄した。Ｆ女殺害から約16年経過していた。
州が連邦最高裁に職務執行令状の第二次請求をしたところ，同裁判所はこ
れを上告申立と解し，上告を受理した。
二判旨（破棄差戻し）
（１）
１法廷意見（ケネディ裁半I官執筆）
（１）控訴裁判所には，誤った命令を撤回する固有の裁量権限がある。それ
は特別な事由がある場合にのみ行使されるべきであり，裁量権を濫用するこ
とは許されない。
原審大法廷の多数意見は，数人の裁判官の手続的暇疵がなければ適当な時
期に大法廷が招集されていたはずだとして，本件撤回を例外的に正当だとす
る。
1996年６月に原審小法廷が人身保護救済を否定したところ，８月に被上告
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人が大法廷で再審理をするよう求めてきた。小法廷は，翌年１月に裁判官全
員にその求めを拒否するつもりであることを通知したうえで，３月６日に拒
否した。その間裁判官から大法廷開廷の要求はなかった。
もっともその後，２人の裁判官から大法廷開廷の要求があった。1人は，
手違いで小法廷判決が新しい調査官（lawclark）に引き継がれていなかっ
たとし，もう１人は，１月17日の通知を見落とした裁判官であった。小法廷
の裁判官は，被上告人が前年８月に大法廷で再審理をするよう求めてきたこ
とはその時にすべての裁判官に回覧されていたし，２裁判官には翌年１月の
通知もしてあったとして，２裁判官の要求を拒否した。
控訴裁判所は，当裁判所が1997年６月２日に上告申立を棄却するのを待っ
て，６月11日に被上告人の人身保護救済を一切否定する命令を出した。その
直後に，その命令の撤回を大法廷で検討すべきだという要求もあったが，控
訴裁判所は，礼譲（comity）を根拠に，州最高裁が第四次請求を否定する
まで行動を控えた。しかし死刑執行の２日前の８月３曰になって命令を撤回
した。
一般的な適用基準からみても控訴裁判所の命令撤回には大きな疑問がある。
ある裁判官の調査員の交替の不備や，ある裁判官が小法廷の動きを見落とし
たことは，撤回の根拠にはならない。
大法廷招集手続に暇疵が生じてから４カ月以上の間さらなる行動をとらな
かったのは控訴裁判所の過失である。裁判所が自己の過失を迅速に修復して
こそ事件を再開するのが妥当ということになる。２人の裁判官が最初に大法
廷を求めた時点では，まだ大法廷招集手続の期限を延ばす手続を求めること
もできたのであるが，２人はそうせずに４カ月待った。当裁判所が上告申立
の受理を検討し，州が死刑執行曰を確定し，知事が恩赦を審査しているとき，
控訴裁判所は待ったのである。そして執行のわずか２日前に，当裁判所や州
が大きな信頼を置いていた命令を撤回する行動にでたのである。
控訴裁判所は礼譲のために行動を延期したとは言えない。礼譲は対州司法
府に限られるわけではない。本件で行政府は救済否定命令に大きな信頼を置
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いて行動した。控訴裁判所は，人身保護令状の第四次請求を考える州裁判所
の利益のみを考慮せずに，より重大な州行政府の利益をも考慮すべきであっ
た。
２人の裁判官が見解を示しそこなったことが，人口3200万の州の利益を無
にして最終判断を自分に都合よく変えることの十分な根拠になるはずはない。
本件が終局性（finality）について普通の関心が持たれるケースにすぎない
としても，当裁判所は，控訴裁判所のとった行動に重大な疑問をもつ。
（２）控訴裁判所の撤回命令が妥当か否かを決めるためには，法文と判例を
参照して検討しなければならない。
（２）
（A）｝１，１側は，控訴裁判所の撤回は，AEDPA（1996年反テロリズム・効果
的死刑法）により修正された連邦法典28編2244条(b)により禁止されていると
主張する。同条(b)(1)は「以前の申立の中で示されていなかった主張で，２２５４
条による第２回目以降の人身保護令状の申立の中に示された主張は，却下さ
れる」とし，同条(b)(2)は，以前の申立の中で示されていなかった主張につい
ても，例外的な場合を除き，却下するものとしている。したがって，問題は，
控訴裁判所の撤回が人身保護救済の「第２回目以降の申立」を根拠に行われ
たのかである。
法文では，同条は受刑者の「申立」によって裁判所が動くときに適用され
る。しかし本件では裁判所が自発的に撤回している。この場合に同条が適用
されるのかは，裁判所の行為の根底にある根拠が何かによる。もし裁判所が，
撤回の中で，第２回目以降の申立の中に示された新しい主張や証拠を考慮し
たのであれば，裁判所の行為はその申立に根拠を置くと考えるべきで，この
場合には，裁判所の行為が自発的か否かに関係なく，2244条(b)(2)が適用され
る。
しかし本件では，控訴裁判所は被上告人の連邦人身保護令状の第一次請求
を根拠に動いたとする。控訴裁判所のこの説明は，後の請求に示された事実
を考慮しても覆らない。したがって当裁判所は，控訴裁判所は第１回目の申
立によって行動したものと考える。それ故，控訴裁判所の撤回はAEDPA
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の文言に反するものではない。AEDPAの文言が本件を支配するものではな
いが，控訴裁判所は法文の目的に合致する方法で裁量権を行使しなければな
らない。
（B）当裁判所は，「人身保護の裁判にかかる重大な社会的コスト」（スミス
（３）
半I決他）に照らし，人身保護救済を与える連邦裁判所の裁量には重大な制限
（４）
を科すことが必要と考えてきた（マクレスキィ半I決他参照)。この制限は，
（５）
｢有罪の終局`性に関する州の下I｣益」（ブレクト判決）への尊重のあらわれであ
る。終局性は，刑法の応報的機能にも抑止的機能にも不可欠で，裁判の質を
高めるし，連邦的バランスを維持する役割を果たす。
連邦控訴裁判所が人身保護救済の否定命令を出す場合は終局性についての
州の利益を考えざるをえない。州は，連邦の人身保護審査のために重大なコ
ストをかけてきたのであるから，終局性を確実にできなければならない。真
の終局`性を確保しえた場合にのみ，州は事件における道徳的決断をすること
ができるし，被害者も道徳的決断が実行されることを知れば前進できること
になる。
連邦控訴裁判所が命令を撤回すれば莫大なコストが生じる。1997年７月３１
曰までに，州法の正当`性を示すために，陪審員が有罪とし，公判裁判官が死
刑を科し，州最高裁が同判決を確認し，人身保護令状を４回にわたり退けて
きた。州知事も判決を支持し，州政府も判決執行のため権威を行使してきた。
しかるに連邦控訴裁判所は，命令を撤回して人身保護令状を発給した。撤回
のコストは，連邦人身保護審査にかかるコストと同じくらい重大なのである。
当裁判所は，決定の際の単なる事務的間違いや，連邦刑訴規則36条，連邦
民訴規則60(b)条を修正するために命令の撤回を取り上げているわけではない。
本件は裁判所に対する詐欺や判決の適法性を問題にするものでもない。連邦
控訴手続規則41条によって，大法廷の開廷要請を処理する間命令が停止され
ていたわけでもない。むしろ当裁判所が問題にしているのは，前に出した人
身保護の否定命令の実体を再検討するためにその命令を撤回した点である。
このような場合，終局性についての州の利益が重大だからである，撤回の理
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由が手続的暇疵にあるか否かは関係ない。受刑者は既に州や連邦の裁判所で
自分の主張を検討してもらった。受刑者が「無実（actualinnocence)」（キ
（６）
ヤリア判決）を強力に立証しない場合には，受刑者の禾'１益よりも州の現実的
終局性の利益の方が大きい。
以上から，当裁判所は，従来の判例で定義されている「誤判（miscar‐
riageofjustice)」を回避するために行ったのなら別だが，連邦控訴裁判所
は裁量権を乱用したと考える。裁判所には現実の不正義の救済を許す必要が
あるが，他方で州にも加害者を罰する権限を行うことをある程度許さなけれ
ばならない。この基準はAEDPAの価値・目的と調和する。たしかに誤判
基準は，2244(b)(2)(B)条の基準よりやや寛大であるが，最終の刑事手続の本案
は強力な無実の立証がない限り再検討してはならないというAEDPAの主
旨と矛盾しない。誤判基準は，内容が客観的で明確に定義され，しかも連邦
裁判所によく知られている。この基準は正しいばかりか「連邦人身保護の裁
判所の裁量権を指導する良好で実行可能な手段」（前掲マクレスキィ判決）
なのである。次に本件に適用できるのかを検討する。
（３）「誤判基準は法的というより実体的な無実に関するものである」（ソー
（７）
ヤー判決)。無実の主張は，公半Iで提出されなかった信頼できる証拠に基づ
かなければならないが，そういう証拠はめったにないので，「無実の主張は
（８）
現実には認められないことが多い」（シュラップ半I決)。
例外である「誤判」の範囲は，人身保護請求人の主張の性質によって決ま
る。請求人が無実を主張するなら，人身保護請求の中で示された「新証拠に
照らせば合理的陪審員なら被告人を有罪と認定しないだろうという蓋然性が
高い（morelikelythannot)」ことの立証が必要である。他方，死刑判決
を受けた請求人は，「明白かつ確信を抱くに足る証拠（clearandconvinc-
ingevidence)」によって，新証拠に照らせば合理的陪審員なら被告人が死
刑相当と認定しないだろうという立証をすることが必要である（前掲ソーヤ
ー判決)。
ソーヤー基準は当初よりも広く適用されている。シュラップ判決で示され
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たように，死刑判決を受けた請求人が加重事由として機能した要素を根拠に
殺人有罪を争う場合，その主張にはソーヤー基準が適用になる。つまり，被
害者を殺してないという主張の場合にはシュラップ判決の「蓋然Ｉ性が高い」
基準が，死刑相当にする特別事由を争う場合にはソーヤー判決の「明白かつ
確信を抱くに足る証拠」基準が適用される。後者の場合，その特別事由が殺
人罪の構成要素であったか，あるいは本件のように単なる量刑加重事由であ
ったかは無関係である。
本件にはシュラップ判決とソーヤー判決のどちらを適用すべきなのか。被
上告人はＦ女殺害について無実を主張していない。代わりに①強姦有罪と②
強姦の特別事由について争っている。①はシュラップ判決の「蓋然性が高
い」基準，②はソーヤー判決の「明白かつ確信」基準による。したがって理
論的には本件の強姦のみを破棄することは可能であるが，殺人有罪と死刑判
決は残る。この変則性（anomaly）はシュラップ判決がソーヤー判決の後
に出たという関係から生じるのだろうが，この点にこだわる必要はない。な
ぜなら本件では被上告人がどちらの基準も満たしていないからである。
検察側は公判で強姦について十分な証拠を示した。解剖担当医師からＦ女
が死亡時前後に右腕を傷つけられ，くるぶし，てのひら，左ひじなどにも傷
があるとの証言もあった。`情報提供者である受刑者２人も被上告人が強姦を
告白していたと証言した。地裁において被上告人自身も，Ｆ女との性的関係
はなかったとか，殺害の晩Ｆ女がＫ男と出ていったとかいう証言が嘘だった
と認めた。
被上告人は公判でほとんど反証していない。受刑者２人の証言について弾
劾証拠を出したが，それは誤判の証拠にはならない。被上告人側の病理学者
の証言も陪審の認定を覆すものではなかった。
合理的陪審なら強姦有罪を認めないだろうと言うためには，当裁判所は被
上告人の有罪に関する証拠全体を無視しなければならないことになるが，そ
れはできない。
結局，被上告人は，死刑を破棄するのに必要な「明白かつ確信」立証はも
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ちろん，強姦有罪を破棄するのに必要な「蓋然性が高い」立証もしていない。
カリフォルニア州の判決は誤判に結びつくものではない。控訴裁判所は逆の
判断をして裁量権を濫用した。
（４）控訴裁判所の判決を破棄し，被上告人の人身保護救済を否定した1997
年６月１１曰の命令を元に戻すよう命じて，本件を差し戻す。
（９）
２反対意見（スーター裁半Ｉ官執筆）
多数意見の言うとおり，連邦控訴裁判所は自分で出した以前の命令を撤回
する際に自発的に行動していた。しかし行動のタイミングが悪い。しかし，
法廷意見はそれを理由に撤回を覆したわけではない。撤回を検討するために
新しい誤まりの基準を適用している。
多数意見と同様に，裁判所が誤りを訂正するために撤回する権限は司法権
に固有のもので，裁量権の濫用の場合にのみ審査に服すると考える。
我々は控訴裁判所の行為の濫用の基準を論じたことはないが，控訴裁判所
だからといって基準はかわらない。裁量権をもつ裁判所への高度の敬意とは
濫用の審査の保障である。本件のような場合，敬意は，裁量権行使に関する
要素の合理的な選択と，個別事実に照らしたそれら要素の評価により決まる。
本件で考えるべきことは，大法廷での再審理を控訴裁判所の行政問題とみな
して撤回されたという点である。
本件の控訴裁判所の行為の基礎にある諸要素からは，撤回は適切だったと
いえる。裁判所は，死刑を憲法上誤って科すという結果を招くかもしれない
場合には，裁判所自身の司法手続機構の不備を修正するために十分な配慮を
すべきだとしてきたのである。では大法廷で小法廷の間違いを修正するのは
正しいかといえば，たしかにすべての場合に小法廷をチェックすることはで
きないが，死刑科刑に関する憲法的ミスを回避するためには大法廷による訂
正に頼ることは合理的である。
撤回権には濫用のおそれがないわけではないが，撤回権の行使は例外的な
場合に限定されなければならないし，人身保護令状の２回目以降の請求を制
連邦控訴裁判所は死刑囚に人身保護救済を認めないとした命令２６７を後に撤回できないとしたアメリカ連邦最高裁の判決（上野）
限する法律を潜脱するために撤回が許されてはならない。いずれかの点で濫
用があれば，連邦最高裁が撤回を不合理だとすればよい。しかし現状では濫
用の心配はない。あまりに楽観的だというなら，すべての事件について問題
を検討しなければならなくなる。
法廷意見は，AEDPAが撤回を正当化する理由を何ら示していない。
AEDPAは控訴裁判所の撤回権については何も言っていない。撤回は，法廷
意見も認めるとおり被上告人にひそかに第２回目の申立を許したわけでもな
いが，そうであるなら裁量権の濫用はなく，したがってAEDPA違反もな
い。AEDPAの政策が，法廷意見によって実現されたわけでもない。法廷意
見がどんな政策を追求していようと，それはAEDPAの政策ではない。
解説
人身保護令状手続については，判例によって民事手続が刑事手続に使われ
るようになった経緯からすれば当然のことだが，多くの論点と無数の判例が
（10）
ある。その中で，本件は「命令の撤回」というやや特殊な事例につき，控訴
裁判所は以前に出した人身保護救済を否定する命令を後に撤回することはで
（11）
きない，とした半l決である。
（１）まず，そもそも控訴裁判所に撤回権はあるのかが問題だが，法廷意
見も反対意見も，前の誤った命令を撤回するのは司法権に固有の権限だとし
て肯定する。そして撤回権を行使できる場合は限定され，濫用は許されない
とする点でも両意見は同じである。
しかし，本件の撤回については意見が分かれ，法廷意見は，控訴裁判所内
部の些細な手続の暇疵によって撤回することはできないとしたが，反対意見
は，大法廷で審理するか否かは控訴裁判所の司法行政上の問題なので撤回で
きるとした。前者は，既に前の人身保護救済を否定した命令により，州は事
件が終結したと考え死刑執行に向けて動いており，州がその終局性について
重大な利益をもっていたことを重視したが，後者は，司法内部の暇疵Iこよっ
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て死刑が憲法上誤って科すおそれが生じることを避けることを重視したわけ
である。
（２）次に，法廷意見は，誤判のおそれがある場合には例外的に撤回でき
るとしたので，本件がその例外にあたるかどうかを検討している。換言すれ
ば，本件は無実を主張する場合にはどれくらいの立証が必要かという問題に
関する判例の一つと見ることもできることになる。
この問題に関する従来の判例としては，まず，死刑として無実だと主張す
る者は，「明確かつ確信を抱くに足る証拠」を提出する必要があるとした
1992年ソーヤー判決がある。他方，犯行自体についての無実を主張する場合
には，「合理的陪審員なら新しい証拠に照らして有罪にしない蓋然性が高い
こと」を立証する必要があるとした1995年シュラップ判決がある。法廷意見
は，とくに新しい基準を示さずに，両判決で示された二つの誤判基準をその
まま援用している。
二つの判決の関係については，シュラップ判決のより厳しい基準によって
ソーヤー判決が変更されたとの見方も可能であるが，本法廷はこの点を明確
にしなかった。法廷意見は，いずれにせよ被上告人は立証していないとして
結論を出した。すなわち，検察側証人の弾劾と検察側の医学的証拠のいくつ
かに反論する鑑定人の証.言だけでは，被上告人がいずれの誤判基準をも立証
したとはいえない，としただけであった。結局，両判決（基準）の関係につ
いては，明確な解答は将来の判例に持ち越されたことになる。
（３）本件撤回は，第２回目以降の申立を制限した2244条(b)によって禁止
されているのではないかという問題について，法廷意見は，控訴裁判所が受
刑者の「申立」によらずに「自発的に」撤回したこと，同裁判所が被上告人
の第一次請求を根拠にしたことを理由に，同条違反はなかったとした。しか
し，反対意見が指摘するように，大法廷で審理された主張は以前に小法廷で
検討された主張であることに着目すれば，第２回目の申立にあたる可能性も
あるという分析もできる。
連邦控訴裁判所は死刑囚に人身保護救済を認めないとした命令２６９
を後に撤向できないとしたアメリカ連邦最高裁の判決（上野）
最後に結論についてであるが，本件では，裁判所の権限濫用が問題とされ，
しかも撤回が認められなかった（＝人身保護救済が一切否定された状態に戻
った）のであるから，人身保護令状請求者に不利に働いた判例といえる。
ところで，通常の人身保護事件では，令状請求者の請求権濫用が問題とさ
（12）
れ，それは原Ｈ１｣として制限されるというのが判例の傾向である。つまり，理
由はともかく結論としては，本件でも通常の事件でも請求者に不利な結果と
なるわけで，その意味では，本判決は従来の判例の傾向に沿うものだと言う
ことができる。
しかしながら，請求者とは関係のないミスによる結果であることと請求者
が死刑囚であることを考えると，本件の場合（原審大法廷は請求を認容して
いる！），請求者には割り切れない思いが残るであろう。司法内部の暇疵に
よって死刑が憲法上誤って科されるおそれを避けるべきだとする反対意見は，
無視しえない重さを持つようにも思われる。
（１）レーンクィスト長官，オコナー，スカリア，トーマス各裁判官同調。
（２）AntiterrorismandEffectiveDeathPenaltyActofl996の略。
（３）Ｓｍｉｔｈｖ・Murray,４７７ＵＳ５２７（1986）
（４）McCleskeyv､ＺａｎＭ９９Ｕ.Ｓ４６７（1991）
（５）Brechtv・Abrahamson,５０７Ｕ・Ｓ６１９（1993）
（６）Murrayv・Carrier,４７７ＵＳ４７８（1986）
（７）Ｓａｗｙｅｒｖ・Whitley,５０５ＵＳ３３３（1992)。本件につき，宮崎英生「連邦人身
保護令状の手続における無実の例外」鈴木義男先生古稀祝賀論文集『アメリカ刑
事法の諸相」281頁（成文堂，1996年）参照。
（８）Schlupv､Delo’５１３ＵＳ２９８（1995)。本件につき，宮崎・前掲論文285頁参照。
（９）スティーヴンス，ギンズバーグ，プライヤー各裁判官同調。
(10）人身保護令状に関する邦語文献として，鈴木義男「アメリカにおける刑事再
審制度Ｈ，（二．完)」警察研究39巻９，１０号（1968年）が，事後救済制度の全体
像の中での人身保護令状制度の位置を示してくれる。
最近の文献としては，高田昭正「合衆国の人身保護令状Ｈ～（三.完)」岡山大
学法学会雑誌38巻４号，３９巻１号，４号（1989年３月，７月，1990年３月)，矢邉
均「アメリカのhabeascorpus-Teague判決以後の連邦最高裁判決」専修法研
論集10号（1992年３月)，宮城啓子「へピアス・コーパスに関する－考察一レン
クィスト・コートにおけるcauseandprejudice基準の拡張一」芦部信喜先生
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古稀祝賀『現代立憲主義の展開（上)』825頁（有斐閣，1993年)，加藤克桂「ミラ
ンダ法則違反と連邦の人身保護令状による救済の範囲」前注（７）掲載書245頁，
宮崎・前掲論文・同書269頁，平沢修「死刑囚と事後救済手続における官選弁護人
依頼権」同書309頁等がある。
(11）ちなみに，本件では別の問題も生じた。検察官は，トンプソンの裁判では，
共犯者リーチが現場にいた証拠はないとしてトンプソンの単独犯を主張したが，
リーチの裁判では，リーチのみが殺人の動機をもつと主張した。このように，同
じ検察官が，二つの公判において相矛盾する事実を主張するのはデュープロセス
違反ではないか，という問題である。６８FordhamLRev､525は，デュープロセ
ス違反だと主張する。
(12）連邦最高裁は，ウォーレン・コート時代には，人身保護令状の審査対象をす
べての憲法上の権利侵害に広げて最大限に救済を行う姿勢であったが，バーガ
ー・コートからレーンクィスト・コートの今日に至るまでの間に，原則として反
復的・濫用的な令状請求については連邦裁判所での審査を拒絶するという姿勢に
変化してしまった。宮崎・前注(7)掲載論文270頁。
＊本稿の判例については，英米刑事法研究会（代表鈴木義男先生）で報告させ
ていただきました。記して御礼申しあげます。
